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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第３四半期連結
累計期間

第57期
第３四半期連結

累計期間
第56期

会計期間
自平成26年５月１日
至平成27年１月31日

自平成27年５月１日
至平成28年１月31日

自平成26年５月１日
至平成27年４月30日

売上高 （千円） 6,071,618 4,536,674 7,741,726

経常利益 （千円） 539,059 183,180 599,249

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する当期

純損失（△）

（千円） 288,807 101,308 △883,420

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 573,777 △85,735 △661,630

純資産額 （千円） 10,366,654 8,943,584 9,131,246

総資産額 （千円） 11,880,213 10,252,562 10,817,936

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額(△)
（円） 42.52 14.91 △130.06

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 87.3 87.2 84.4

 

回次
第56期

第３四半期連結
会計期間

第57期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年11月１日
至平成27年１月31日

自平成27年11月１日
至平成28年１月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.66 3.48

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第56期第３四半期連結累計期間及び第57期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期純利益又は当期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株

主に帰属する当期純損失（△）」としております。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社、連結子会社及び持分

法適用会社）が判断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の積極的な経済政策や日銀の金融緩和を背景に、企業の

設備投資の増加や雇用・所得環境の改善傾向が続き、穏やかな回復基調で推移いたしました。一方、海外では中国

経済の減速や新興国経済の下振れなどにより、依然として先行き不透明な状態が続いております。

　国内における建設機械需要は、小型建機を中心とした新排ガス規制に伴う反動減と、一般建設機械のレンタル業

界向け需要の低迷により減少いたしました。一方、海外におきましては、米国では住宅着工の持ち直しや設備投資

の回復により需要が拡大いたしましたが、中国では不動産投資の鈍化や各種産業の過剰在庫調整、工事の進捗停

滞、新規工事の発注遅延等で、建設機械の需要は前年同期に比べ大幅に減少いたしました。その結果、当社グルー

プ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の業績は、下記のとおりとなりました。

　当第３四半期連結累計期間は、売上高は45億36百万円（前年同期比25.3％減、15億34百万円減）、営業利益１億

20百万円（前年同期比75.1％減、３億64百万円減）、経常利益１億83百万円（前年同期比66.0％減、３億55百万円

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益１億１百万円（前年同期比64.9％減、１億87百万円減）となりました。

　主要な事業部門別の概況は以下のとおりであります。なお、当社グループは単一セグメントであるため、セグメ

ントごとに記載しておらず、事業部門別に区分して記載しております。

「建設機械部門」

　建設機械部門の売上高は、国内向け売上34億49百万円（前年同期比22.9％減、10億26百万円減）、海外向け売上

３億93百万円（前年同期比46.9％減、３億47百万円減）となりました。

　なお、海外向け売上に関しましては、海外子会社及び商社を通じて販売しております。

「自動車関連部門」

　自動車関連部門の売上高は、４億82百万円（前年同期比18.3％減、１億７百万円減）となりました。

「産業機械部門」

　産業機械部門の売上高は、93百万円（前年同期比13.6％減、14百万円減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ５億65百万円減少し、102億52百万円となり

ました。これは主に、建物及び構築物が３億円、電子記録債権が１億16百万円それぞれ増加したものの、投資有価

証券が３億12百万円、現金及び預金が２億22百万円、受取手形及び売掛金が２億20百万円、固定資産その他が１億

46百万円、機械装置及び運搬具が１億２百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比べ３億77百万円減少し、13億８百万円となりまし

た。これは主に、未払法人税等が１億35百万円、賞与引当金が80百万円、固定負債その他が75百万円、長期借入金

が63百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ１億87百万円減少し、89億43百万円となりま

した。これは主に、その他有価証券評価差額金が１億68百万円、為替換算調整勘定が18百万円それぞれ減少したこ

と等によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(4）研究開発活動
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　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）

(平成28年１月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成28年３月14日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 6,800,000 6,800,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は1,000株であ

ります。

計 6,800,000 6,800,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年11月１日

～

平成28年１月31日

－ 6,800,000 － 592,000 － 464,241

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    8,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,774,000 6,774 －

単元未満株式 普通株式   18,000 －
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 6,800,000 － －

総株主の議決権 － 6,774 －

 

②【自己株式等】

平成28年１月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社共和工業所
石川県小松市工業

団地一丁目57番地
8,000 － 8,000 0.12

計 － 8,000 － 8,000 0.12

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年11月１日から平

成28年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年５月１日から平成28年１月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,627,661 2,405,073

受取手形及び売掛金 1,644,171 1,423,827

電子記録債権 276,061 392,296

有価証券 1,800,016 1,830,032

商品及び製品 250,642 202,202

仕掛品 111,830 125,080

原材料及び貯蔵品 101,791 116,120

その他 142,726 161,282

流動資産合計 6,954,902 6,655,916

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 739,765 1,039,885

機械装置及び運搬具（純額） 681,782 579,754

その他（純額） 843,355 696,785

有形固定資産合計 2,264,903 2,316,425

無形固定資産 3,326 2,160

投資その他の資産   

投資有価証券 1,106,898 794,562

関係会社株式 195,644 200,658

その他 306,639 297,217

貸倒引当金 △14,378 △14,378

投資その他の資産合計 1,594,803 1,278,059

固定資産合計 3,863,034 3,596,645

資産合計 10,817,936 10,252,562

負債の部   

流動負債   

買掛金 250,432 270,810

1年内返済予定の長期借入金 84,000 84,000

未払法人税等 135,060 －

賞与引当金 165,105 84,825

その他 358,260 302,581

流動負債合計 992,857 742,217

固定負債   

長期借入金 159,000 96,000

役員退職慰労引当金 219,212 223,644

退職給付に係る負債 172,041 179,530

その他 143,578 67,585

固定負債合計 693,832 566,760

負債合計 1,686,690 1,308,977
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年１月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 592,000 592,000

資本剰余金 464,241 464,241

利益剰余金 7,115,440 7,114,871

自己株式 △6,547 △6,595

株主資本合計 8,165,135 8,164,517

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 431,926 263,310

為替換算調整勘定 534,184 515,756

その他の包括利益累計額合計 966,111 779,067

純資産合計 9,131,246 8,943,584

負債純資産合計 10,817,936 10,252,562
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月１日
　至　平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月１日
　至　平成28年１月31日)

売上高 6,071,618 4,536,674

売上原価 4,839,126 3,748,870

売上総利益 1,232,491 787,804

販売費及び一般管理費 746,864 666,977

営業利益 485,626 120,826

営業外収益   

受取利息 4,111 4,740

受取配当金 21,854 22,785

助成金収入 － 24,832

為替差益 11,739 1,229

持分法による投資利益 8,909 5,013

その他 7,179 4,595

営業外収益合計 53,795 63,197

営業外費用   

支払利息 363 844

営業外費用合計 363 844

経常利益 539,059 183,180

税金等調整前四半期純利益 539,059 183,180

法人税、住民税及び事業税 211,484 37,983

法人税等調整額 38,766 43,888

法人税等合計 250,251 81,871

四半期純利益 288,807 101,308

親会社株主に帰属する四半期純利益 288,807 101,308
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月１日
　至　平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月１日
　至　平成28年１月31日)

四半期純利益 288,807 101,308

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 31,504 △168,615

為替換算調整勘定 253,464 △18,427

その他の包括利益合計 284,969 △187,043

四半期包括利益 573,777 △85,735

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 573,777 △85,735

非支配株主に係る四半期包括利益 － -
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務

諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年５月１日
至　平成27年１月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年５月１日
至　平成28年１月31日）

減価償却費 297,775千円 210,458千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年５月１日　至平成27年１月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年７月24日

定時株主総会
普通株式 101,882 15  平成26年４月30日  平成26年７月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年５月１日　至平成28年１月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月23日

定時株主総会
普通株式 101,878 15  平成27年４月30日  平成27年７月24日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年５月１日　至平成27年１月31日）

　当社グループは建設機械用ボルトの製造・販売並びにこれらの関連業務の単一セグメントであるため、記

載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年５月１日　至平成28年１月31日）

　当社グループは建設機械用ボルトの製造・販売並びにこれらの関連業務の単一セグメントであるため、記

載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年５月１日
至　平成27年１月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年５月１日
至　平成28年１月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 42円52銭 14円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
288,807 101,308

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
288,807 101,308

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,791 6,791

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
   
 

    平成28年３月８日

株式会社共和工業所   

 取締役会　御中    

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 陸田　雅彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中村　　剛　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共和工

業所の平成27年５月１日から平成28年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年11月１日から平

成28年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年５月１日から平成28年１月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和工業所及び連結子会社の平成28年１月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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